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4. 車両電動化の見通し 

 2050 年にかけてのパワートレーン別保有・新車販売台数の予測結果は下表の通りである。

電動車は、エンジンとモーターの両方を使う HV、充電もできるプラグインハイブリッド車

（PHV）、電気自動車（EV）、水素で発電しながら走行する燃料電池車（FCV）を対象とす

る。 
次節以降において、予測の前提と予測結果、および超小型モビリティの概況について整理

する。 
 

図表 4.1 パワートレーン別保有・新車販売台数（乗用車） 
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※各年 上段：パワートレーン別構成比 下段：台数（千台） 

※軽乗用車保有台数について現状のパワートレーン構成比不明のため、2020 年度の軽乗用車保有台数構成比を 

新車販売台数構成比を参考に、ガソリン・ディーゼル 85.0％、HV15.0％、その他 0.0％とおいた。 

※表中の数値は登録乗用車と軽乗用車の合算。 

出所：三菱総合研究所 
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図表 4.2 パワートレーン別保有・新車販売台数（商用車） 

 
※各年 上段：パワートレーン別構成比 下段：台数（千台） 

出所：三菱総合研究所 
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4.1 車両電動化の動向 

現時点において政府は、経済産業省を中心に 2035 年までに国内の新車販売を全てハイブ

リッド車（HV）や電気自動車（EV）などの電動車に切り替える目標を設ける方向で調整し

ているなど、50 年までに温暖化ガスの排出を実質ゼロにする政府目標の達成に向けた動き

が進行中である。 
 
 現状のパワートレーン別保有台数、新車販売台数割合は下図に示す通りである。保有・新

車販売ともにガソリン・ディーゼル、HV が大半を占め、PHV、EV、FCV がほとんど普及し

ていないことがわかる。 
 

図表 4.3 パワートレーン別保有・新車販売の構成比（乗用車） 
（登録乗用車：保有台数 令和元年度末、新車販売台数 令和元年度 
軽乗用車：保有台数：統計情報なし、新車販売台数 令和二年） 

 
 

出所：（保有台数）一般財団法人自動車検査登録情報協会 
   （新車販売台数）一般財団法人自動車検査登録情報協会、一般社団法人日本自動車販売協会連合

会、JATO データをもとに三菱総合研究所作成 
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なお、これまでの保有、新車販売のパワートレーン別台数・構成比の推移は下図表の通り。 
 

図表 4.4 パワートレーン別保有・新車販売台数推移（乗用車） 
（保有台数 各年度末、新車販売台数 各年度、軽乗用車は暦年） 

 
※軽乗用車の保有台数については現状のパワートレーン構成比不明のため空欄 

出所：（保有台数）一般財団法人自動車検査登録情報協会 
   （新車販売台数）一般財団法人自動車検査登録情報協会、一般社団法人日本自動車販売協会連合

会、トヨタ自動車株式会社、JATO データをもとに三菱総合研究所作成 
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図表 4.5 パワートレーン別保有・新車販売の構成比推移（乗用車） 
（保有台数 各年度末、新車販売台数 各年度、軽乗用車は暦年） 

 
※軽乗用車の保有台数については現状のパワートレーン構成比不明のため空欄 

 
 

 
出所：（保有台数）一般財団法人自動車検査登録情報協会 
   （新車販売台数）一般財団法人自動車検査登録情報協会、一般社団法人日本自動車販売協会連合

会、トヨタ自動車株式会社、JATO データをもとに三菱総合研究所作成 
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 現時点においては HV は新車販売の４割程度まで普及しているものの、PHV、EV、FCV
は１％以下にとどまっており、先進技術を好む一部の消費者が購入しているに過ぎない。今

後、このような趣味的な需要を超え、市場シェアの２割以上を占めるようになるには、性能

に対する経済性（コストパフォーマンス）において電動車が競争力のある状況になるか否か

が重要となる。既に商品化できているという点で技術的な問題は解決された状況であるか

ら、今後は車両価格、走行コストなどの点でどの程度競争力を高められるかが焦点となる。 
より具体的には、航続距離、車両価格、充電インフラなどがユーザーにとって適正となる

必要がある。現状では、EV（日産リーフ S 40kWh）の場合、航続距離 322km、車両価格

3,326,400 円であり、ガソリン車（トヨタカローラ G-X 1.8L）の航続距離 627.8km、車両価

格 1,936,000 円と比較すると、航続距離は短く車両価格が高い。また充電インフラも、集合

住宅では自宅の充電設備が不十分な場合が多く、街中の充電設備も十分とはいえない。 
 反面、ランニングコストの面では、ガソリン車の 1km あたり走行コストが 9.2 円である

のに対し EV が 3.1 円と優位である。走行距離が長いユーザーにとってはコストメリットが

今後の訴求点になると見込まれるので、車両価格を下げることができれば競争力は高まる。 
 EVの車両価格を決める大きな要素がバッテリーである。現状は、エネルギー密度が高く、

小型でも高出力・大容量化が可能なリチウムイオン電池（LIB）が主流である。LIB の価格

は現状約 20,000 円/kWh であり、総電力量 40kWh の EV であれば車両価格の 24％がバッテ

リー価格となる。 
 また LIB は低温・高温環境下での性能低下と、高出力・高容量化における安全性確保が課

題である。そうした価格面・性能面について既存電池の改良が進められるとともに、全固体

電池などの次世代電池の開発が期待されている。図表 4.6 の通り、次世代電池は LIB よりさ

らにエネルギー密度が高く、2020 年時点の各専門家の見通しとしてはおおよそ 2030 年以降

の開発が想定される。 
 

図表 4.6 蓄電・発電システム比較 

 
出所：三菱総合研究所作成 
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4.2 車両電動化の予測（乗用車） 

(1) 予測手法 

 自動車市場において消費者が実際に次世代車を選択するか否かは、商品性とともに経済

性の要素が作用する。商品性の将来動向については自動車メーカー各社の戦略次第である

ため、以下では経済性のみから考えた場合の次世代車の取りうる潜在的なシェアを考察す

る（三菱総合研究所経済性モデル）。分析のフレームワークは下図のとおりである。 
 

図表 4.7 三菱総合研究所経済性モデル 分析のフレームワーク 

 
出所：三菱総合研究所 

 
 推計にあたり、パワートレーン別（ガソリン・ディーゼル車、HV、EV、PHV、FCV）か

つ年間走行距離別の購入・使用コストに多項ロジットモデルを適用することでパワートレ

ーン別の選択確率を推計し、別途求めた年間走行距離別のユーザー分布と掛け合わせ、2030
年度～50 年度の新車販売台数のパワートレーン別シェアを予測した。 

この新車販売構成比をもとに保有のパワートレーン別構成比を予測する際には、将来的

な車両の長寿命化を想定した。具体的には下図のように 2020 年から 50 年にかけて車両の

長寿命化すなわち保有期間長期化が進む中で、電動車への入れ替わりがどのように進展し

ていくかを明示的に考慮して予測している。 
 

図表 4.8 各年の残存カーブの想定 

 
出所：三菱総合研究所  
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(2) 前提条件 

予測にあたり、前提となる燃料代・電気代、燃費・電費を、実績値を基に算出した。 
 

図表 4.9 燃料代・電気代（現時点） 

 
 
 
 

図表 4.10 燃費・電費、1km あたりのコスト（現時点） 

 
 
 
 EV の車両価格は前述の通り、既存電池の改良や次世代電池の開発による電池価格の低下

に伴い低下すると見込まれる。2020 年の現状の価格は、約 2万円/kWh である。今後の見通

しとして、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の自動車用二次電

池ロードマップにおいては、2030 年頃に約 1万円/kWh、それ以降に約 5,000 円/kWh として

いる。一方で、モバイル用の LIB が 1990 年頃から 2010 年にかけて 10 万円/kWh から 1万円

/kWh まで価格を下げた後、現状では下げ止まりが起きている。車載用電池は人命に関わる

ためモバイル用と比較してより高い安全性が求められ、相対的に価格は高めになるが、モバ

イル用の価格が下げ止まりつつあることから考えると、車載用電池も 1万円を切った後、価

格が下がりにくい状況になる可能性がある。 

以上を踏まえ、技術革新の進展度合いの違いから、2つのシナリオでバッテリー価格・車

両価格を推計した。具体的には車載用のバッテリー価格が 1 万円を切った後に緩やかに低

下するシナリオ 1と、技術進展によりバッテリー価格の低下がより早く進むシナリオ 2の 2

つである。（図表 4.11） 
  

ガソリン　円/L 134.2
電気　円/kWh 25.0
水素　円/kg 1200

燃費・電費 1kmあたりのコスト
（km/L,kWh,kg） （円/km）

ガソリン 14.6 9.2
HV 29 4.6
EV 8.1 3.1
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図表 4.11 車両価格推移（2030 年以降） 

 

出所：独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）「NEDO 二次電池技術開発ロードマッ

プ 2013」（平成 25 年 8月）などをもとに三菱総合研究所作成 

 なお、予測にあたっては、いずれのシナリオでも 2030 年以降は現行の補助金額の 1/2 が

支給されると仮定し、推計式に織り込んだ。 

(3) 予測結果  

 予測結果は次ページ表の通りである。2020 年 12 月に政府が発表した 2035 年にガソリン・

ディーゼル車の販売をゼロにするという目標を前提とし、2035 年以降は、経済性に関わら

ず、ガソリン・ディーゼル車販売台数をゼロとしている。また、各都道府県の取り組みとし

ては、2020 年 12 月に小池東京都知事が都議会で発表した「2030 年までに都内におけるガソ

リン・ディーゼル車の販売をゼロにする」という目標、および「2050 年の都内における HV
車の販売をゼロにする」という目標を前提としている。大阪府や愛知県などの他の府県にお

いても電動車普及促進策を打ち出す方向について報道はあるが、現時点で詳細未定のため

予測には織り込んでいない。 
また、菅内閣総理大臣は 2020 年 10 月の所信表明演説において 2050 年にカーボンニュー

トラルを目指すことを宣言しているが、この点に関するトヨタ自動車の試算等で、日本の環

境下では次世代の HV は EV や PHV よりも CO2 排出量が低くなる可能性も指摘されてい

る。今後具体的に決定される政策には不確実な要素が依然として大きいため、2050 年時点

でカーボンニュートラル達成のための HV 割合上限は特に設けないこととした。 
政策目標を考慮した場合のベースシナリオでは、2050 年度に保有台数の 12.3％、新車販

売台数の 24.3％が EV となり、電動化進展シナリオでは、2050 年度に保有台数の 14.7％、

新車販売台数の 27.6％が EV となり新車販売台数ベースでは約 9.1 万台の差が出る。 
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図表 4.12 パワートレーン別保有・新車販売台数（乗用車）（図表 4.1 再掲） 
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※各年 上段：パワートレーン別構成比 下段：台数（千台） 

※軽乗用車保有台数について現状のパワートレーン構成比不明のため、2020 年度の軽乗用車保有台数構成比を 

新車販売台数構成比を参考に、ガソリン・ディーゼル 85.0％、HV15.0％、その他 0.0％とおいた。 

※表中の数値は登録乗用車と軽乗用車の合算。 

出所：三菱総合研究所 

 
 なお、2035 年からガソリン・ディーゼル車の選択肢がなくなる場合、消費者行動の変化

を通じて新車販売台数等に影響が生じる可能性がある。例えば年間走行距離が 1,000km の

ユーザーの場合、一年あたりのコスト（使用年数 10 年としたときの一年あたりの車両購入

負担額に１年の走行コストを加えたもの）は、ガソリン車 20 万円、HV24 万円、PHV29 万

円、EV29 万円、FCV60 万円であり、大半のユーザーにとってガソリン車が最も安価な選択

肢である。ガソリン車を選択できなくなった場合、消費者は保有期間を延ばすことで１年あ

たりのコストを低減させるなどの行動をとる可能性があり、この場合、保有台数が同じでも

新車販売台数はより少ない状況となる。 
しかしながら購入費用、使用期間、商品選択に関する消費者行動については不確実な部分

が多い。そのためこのような消費者行動への影響については、予測には織り込んでいない。  
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 次に、政策目標を考慮しない場合、すなわち政策が特段打ち出されなかった場合をシナリ

オ０とし、ベースシナリオと電動化進展シナリオの２つについて以下に予測結果を示す。 
 政策が特に打ち出されない場合には、ベースシナリオでは、2050年度に保有台数の5.9％、

新車販売台数の12.8％がEVとなり、電動化進展シナリオでは、2050年度に保有台数の7.1％、

新車販売台数の 14.8％が EV になると予測する。すなわち、政策の有無による EV の新車販

売台数は、ベースシナリオで約 33 万台、電動化進展シナリオで約 36 万台の差が出ること

になり、車両の電動化に関わる政策が、電動化進展に大きく影響することがわかる。 
 

図表 4.13 政策を考慮しないパワートレーン別保有・新車販売台数（乗用車） 
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※各年 上段：パワートレーン別構成比 下段：台数（千台） 

※軽乗用車保有台数について現状のパワートレーン構成比不明のため、2020 年度の軽乗用車保有台数構成比を 

新車販売台数構成比を参考に、ガソリン・ディーゼル 85.0％、HV15.0％、その他 0.0％とおいた。 

※表中の数値は登録乗用車と軽乗用車の合算。 

出所：三菱総合研究所 
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(4) 超小型モビリティの市場性 

 電動車としては近年、超小型モビリティと呼ばれる軽自動車よりも小型の車両に注目が

集まっている。自動車メーカーのほかにもベンチャー企業等が開発をおこなう動きもあり、

従来の自動車とは異なる市場セグメントを形成すると期待されている。 
ただし現時点では価格帯が相対的に高く、超小型モビリティが本格的に普及するためには

まだ課題が多い。価格の他にも商品性や法規制の対応（保安基準や交通規則）など未知数の

部分は多い。そのため本調査では予測の対象とせず、５章の自動車関連税収予測でも対象と

はしないものの、今後重要な存在となる可能性があることから、概略を本節で整理する。 
 
まず最近の動きとしては、国土交通省は 2020 年 9 月、最高速度 60km/h 以下の量産用超

小型モビリティが一般公道を自由に走行できる環境を整備するため、道路運送車両法施行

規則などを一部改正すると発表した。2020 年 12 月には、トヨタが C+pod を限定販売開始

し、出光興産とタジマモーターコーポレーションは 21 年 4 月に超小型 EV などの次世代モ

ビリティやサービスの開発を行なう新会社「株式会社出光タジマ EV」を設立予定など、超

小型モビリティに注目が集まっている。 
 
国土交通省によると、超小型モビリティとは、自動車よりコンパクトで小回りが利き、環

境性能に優れ、地域の手軽な移動の足となる１人～２人乗り程度の車両を指す。区分として

は、車両の大きさや定格出力に応じて第一種原動機付自転車、軽自動車（型式指定車）、軽

自動車（認定車）の 3 つに分かれる。区分と制限については下表の通りである。 
 

図表 4.14 超小型モビリティ区分 

 
出所：国土交通省より三菱総合研究所作成 
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 代表的なモデルとして、上述のトヨタ C+pod がある。C+pod は、超小型モビリティ（型

式指定車）に該当し、販売価格が 1,650,000 円～、乗車定員は 2 人、最高速度 60km/h、航続

距離 150km、1km あたりの走行コストは約 1.4 円となっている。通常の EV と比較してもか

なり低価格ではあるが、乗車定員が少ない、航続距離が短い、またルール上高速道路走行が

できないなどの制限付きとなる。ただし、C+pod のターゲット・ユーザー層は、一日 30km
外回りの移動で車が必要となるビジネスパーソン（年換算で約 7,200km 強）、週に 6 回の日

常移動で車移動が必要となる主婦（年換算で約 2,300km）とされており（公式サイトによる）、

こうした一般的な使い方での商品性実現を想定している。 
 
 他、超小型モビリティとしては、ホンダ MC-β、日産 ニューモビリティコンセプト、ト

ヨタ車体 コムス等が該当する。各モデルの諸元は下表の通りである。 
 

図表 4.15 超小型モビリティの代表的なモデル 

 
出所：各社ホームページより三菱総合研究所作成 
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 超小型モビリティは、高齢者・子連れの移動手段としての活用も考えられている。さらに、

CO2 排出量の削減に資するという利点や、市街地・観光地の回遊性向上により地域活性化

等に資するという利点も指摘されている。これらの価値に加えて、道路や駐車スペースが小

さくても問題なく利用できるという利便性を踏まえ、一般消費者による利用以外に、住宅訪

問・防犯パトロール等の公務利用、観光スポットを周遊する等の観光利用、宅配サービス等

の業務利用でも超小型モビリティの活用が期待されている。 
 
 今後、普及に至るには、より多くの消費者が購入するかが重要である。日本自動車工業会

の 2019 年度乗用車市場動向調査によると、自動車を保有している世帯のうち、「超小型モ

ビリティ購入意向がある」割合は 9％（うち 7％は主に運転する車とは別の車として購入）、

「購入はしないがカーシェアリングやレンタカーで利用する」とした割合が 12％であった。

購入意向がある場合には、主に使う車とは別途購入する、すなわち増車需要となる可能性が

大きいことになる。 
購入意向のある消費者の割合が 1 割程度であるのを大きいと見るか小さいと見るかは意

見の分かれるところであるが、いずれにしろ購入・利用意向がないという回答が約 8 割を占

めているのが現状である。 

 
図表 4.16 超小型モビリティ購入・利用意向 

（四輪自動車保有世帯 n=3,667） 

 
出所：一般社団法人日本自動車工業会「2019 年度 乗用車市場動向調査」より三菱総合研究所作成 
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 2016 年度の国土交通省による調査では、超小型モビリティの購入意向がある人に対し、

価格帯ごとの購入意向の変化についてアンケートを実施している。その調査結果では、購入

意向のある人のうち、40 万円以下であれば購入したいと回答したのが約 7 割であった。一

方、現行 C+pod が該当する 140 万円以上では、わずか 2.7％のみであった。多くの消費者に

とって現状の車両価格が高いことが購入意向の低さの原因になっていると考えられる。 
 公務・業務・観光利用等で超小型モビリティが消費者に身近なものとなれば、将来的に量

産効果を通じて価格が低減していくと考えられるが、現状では超小型モビリティが普及し

ていくには車両価格が課題となる。今後、車両価格が消費者が受容できる程度の価格までに

抑えられるようになることが普及のためには必要といえる。 
 

図表 4.17 超小型モビリティ購入意向価格 
（超小型モビリティ（2 人乗り）購入意向者 n=456） 

 
注：「まあ購入したい」「是非購入したい」の合計 
出所：国土交通省 平成 28 年 3 月 22 日：超小型モビリティシンポジウム発表資料「超小型モビリティの

成果と今後」より三菱総合研究所作成 

 
 今後超小型モビリティが市場に定着した場合の新車販売台数を上述の 2 つのアンケート

結果を基に推計すると、商品の販売価格が、現行の C+pod 価格帯である 140 万円以上のま

ま変わらない場合には、保有車から超小型モビリティに買い替える分として 2,101 台/年、保

有車に加えて増車する分として 7,353 台/年、計 9,454 台/年となる。一方、販売価格が仮に

40 万円程度まで下がった場合には、保有車から超小型モビリティへの買替が 54,235 台/年、

保有車に加えて増車する分が 189,823 台/年、計 244,058 台/年となる。前ページで見たよう

に購入意向がある消費者の半数以上は増車需要であるが、一般に増車需要は価格により敏

感であるため、価格を低減することが一層重要になると言える。 
 

図表 4.18 超小型モビリティ価格帯別 年間新車販売台数予測 

 
出所：三菱総合研究所作成  
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4.3 車両電動化の予測（商用車） 

商用車に関しても乗用車同様に、バッテリー価格が車両価格に影響を及ぼすなど、前提と

なる条件は 4.2 節と同様である。 
 欧州では、既に、2030 年前後には大中トラック・大型バス以外の商用車新車販売におい

て大半が EV になると見込まれている。日本も 2035 年にディーゼルトラック販売をゼロに

する目標もあり、その流れに追従すると見られている。 
 また、ディーゼル車の代替としては FCV も有望視されており、2050 年頃には大中トラッ

ク・大型バスのうち 1.5 割程度が FCV になると見込まれる。 
 以上より、2030 年、35 年、40 年、50 年のパワートレーン別保有・新車販売台数を下表の

通り予測した。2050 年には、保有台数の 55.2％、新車販売台数の 85.6％と大半が EV とな

る見通しである。 
 

図表 4.19 パワートレーン別保有・販売台数（商用車）（図表 4.2 再掲） 

 
※各年 上段：パワートレーン別構成比 下段：台数（千台） 
出所：三菱総合研究所 
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政策目標を考慮しない場合、すなわち政策が特段打ち出されなかったシナリオ０におけ

る商用車の電動化の予測結果は下表の通りである。 
 大型～中型車両は大容量バッテリーが必要となることが電動化の制約となり、現状のガ

ソリン・ディーゼルから HV、一部 FCV に置き換わっていくのが主流と考えられる。小型

車両では HV のみでなく EV 化も進むと予想される。 
以上を踏まえ、政策目標が考慮されない場合の 2050 年のパワートレーン別構成比は、新

車販売ベースで、HV 46.5％、EV 25.3％、FCV 1.4％と予測する。 
 

図表 4.20 政策を考慮しないパワートレーン別保有・販売台数（商用車） 

 
※各年 上段：パワートレーン別構成比 下段：台数（千台） 
出所：三菱総合研究所 


